
大林組技術研究所報 No.79 2015 

1 
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Abstract 

Lining concrete with fire-resistant material produced by mixing short polypropylene fibers into concrete 
is needed to provide protection against the occurrence of fire on roads in urban areas. Therefore, 
comprehensive fire protection technology for use from new construction to maintenance was developed 
(no. 1: fire-proofing performance of SFRC segment, no. 2: cast-in-place fireproof concrete, no. 3: fireproof 
cross-section repair method). This paper reports, various experimental verification results for the explosive 
spalling resistance provided by the selection of short polypropylene fibers, the thermal barrier performance 
provided by the securement of the concrete cover, and the performance of the segment production and 
construction of fireproof concrete. 

概   要 

都市部の道路トンネルでは，トンネル内で発生する車両火災に対して，ポリプロピレン短繊維の混入により，

覆工コンクリート自体に耐火性を付与する技術が求められている。そこで，トンネル覆工の新設から維持管理に

向けて，総合的な耐火工構築技術（①耐火型高機能SFRCセグメント，②場所打ち耐火コンクリート，③耐火型

断面修復技術）を開発した。本稿では，これらの技術について，適切なポリプロピレン短繊維の選定やかぶりの

確保により爆裂抵抗性および遮熱性を確保できること，セグメントの製造や現場での耐火コンクリートの施工が

可能であることなどを，各種実験により確認した結果を報告する。 

 

1. はじめに 

 

道路トンネル内で車両火災が発生した場合，可燃性の

物質が閉鎖された空間で燃焼するため，急速に1000℃以

上の高温にさらされる可能性がある。トンネルの覆工コ

ンクリートがこのような高温化にさらされた場合，コン

クリートは爆裂を引き起こしたり，強度が低下するため，

トンネルの崩壊に繋がりかねない。 

我が国では，東名高速道路の日本坂トンネル（1979年）

において，大型トラック4台と乗用車2台の追突事故が原

因で火災が発生した。この火災事故では，コンクリート

の表面は600℃～1000℃まで上昇し，覆工のコンクリート

が剥落したと報告されている1)。 

これまでトンネル火災の対策として，耐火板や耐火吹

付けなど，一次覆工の上に耐火被覆を施してきた。しか

し，コストの低減，設置作業の省略およびメンテナンス

フリーの観点から，近年，覆工コンクリート自体に耐火

性が求められている。 

このような背景から，これまでにポリプロピレン短繊

維（以下，PP繊維と呼称）の混入により耐火性を付与し

たコンクリートの基礎的な研究を進めてきた。これまで

の知見をもとに，道路トンネルへの実用化を目的として，

耐火型高機能SFRCセグメントおよび現場打ち耐火コン

クリートを開発した。また，コンクリートの火害や経年

劣化等の補修を考慮して，耐火型断面修復技術について

も開発した。本稿では，開発技術の概要，耐火実験結果

および現場適用に向けた検討結果について報告する。 

 

2. 道路トンネルに求められる耐火性 

 

2.1  概要 

トンネル構造物の耐火設計に関して，土木学会から指

針（以下，土木学会指針と呼称）2)，首都高速道路株式

会社から設計要領（以下，首都高設計要領と呼称）3)が

発刊されている。これらの指針類では，トンネルの耐火

性に関する要求性能として，トンネルが崩壊に至らず，

機能を維持すること，避難経路や消火活動の環境を確保

することなどが記載されている。そのためには，爆裂抵

抗性および遮熱性の2つの性能を満たす必要がある。 

 一般に，コンクリートが高強度になるほど，爆裂は発

生しやすくなる。都市部の道路トンネルには，高強度の

コンクリートが使用されることが多く，首都高設計要領

では十分な耐火設計を行う旨，記載されている。以下，

道路トンネルに求められる耐火性について述べる。 
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2.2  爆裂抵抗性 

 爆裂のメカニズムの一因として，急激な加熱によりコ

ンクリート中の自由水が蒸気となる際に発生する蒸気圧

によって，コンクリートの剥離を引き起こす水蒸気圧説

が挙げられる。PP繊維を混入することで，繊維が溶融・

気化した後に形成される連続空隙により，蒸気圧が解放

されるため，爆裂の抑制対策として，PP繊維の混入が効

果的であると言われている2)。 

筆者らは，これまでに寸法形状の異なるPP繊維を用い

た耐火実験により，爆裂の抑制に効果的なPP繊維を選定

した4)。実験では，PP繊維を容積比で0.2%混入している。

PP繊維のアスペクト比（繊維の長さ／繊維の直径）と爆

裂深さの関係をFig. 1に示す。爆裂の抑制には，アスペク

ト比が400～600程度のPP繊維が効果的であることが分

かる。そこで，実験には，Photo 1に示すアスペクト比570

（繊維径0.02mm×長さ10mm）のPP繊維（以下，PP①と

呼称）およびアスペクト比410（繊維径0.05mm×長さ

20mm）のPP繊維（以下，PP②と呼称）の2種類を選定し

た。また，水結合材比と爆裂の抑制に必要なPP繊維の混

入率にはFig. 2の関係があり，水結合材比の低下に伴い，

爆裂の抑制に必要なPP繊維の混入率が増加傾向を示す

ことが分かっている5)。PP繊維を混入しない場合，水結

合材比が45%および40%においては，爆裂が生じた。水

結合材比による強度の設定レベルに応じたPP繊維の混

入率の設定が望ましい。 

 

2.3  遮熱性 

受熱温度と強度低下の関係については，以前から建築

分野を中心に研究がなされている。土木分野においては，

首都高設計要領に，Fig. 3に示すようなコンクリートおよ

び鋼材の温度依存性が記載されている。また，併せて，

許容温度について，コンクリートが350℃，鋼材が300℃

と明記されている3)。そこで，遮熱性については，耐火

実験時にコンクリート内部の最高温度の分布を測定し，

鉄筋が受ける最大受熱温度が，許容温度である300℃を超

えないことを確認するとともに，コンクリートの受熱温

度に対する強度低下を考慮して，火災時にも構造を保つ

耐力を維持しているかどうかを確認することとした。 

 

2.4  耐火性の検証 

首都高設計要領では，耐火実験により耐火性の照査を

行うことが求められている3)。そこで，爆裂抵抗性およ

び遮熱性を確認するために耐火実験を実施した。 

耐火実験に用いる加熱曲線には，用途や目的に応じて，

Fig. 4に示すような各種規格による加熱曲線が使用され

ている。建築分野では標準加熱曲線（ISO）が用いられ

るが，トンネル火災を想定した基準としてRABT曲線や

RWS曲線がある。 

我が国では，火災時にトンネル坑内が数分で高温化に

さらされること，公道を走行するタンクローリーの最大

危険物積載容量および消火活動の時間等を考慮し，5分で 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Photo 1 使用したPP繊維 
Polypropylene Short Fiber 
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Thermal Property of Concrete and Steel 
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1200℃まで昇温し，60分まで保持するドイツ規格のRABT

曲線が用いられることが多い2)，3)。そこで，耐火実験に

は，RABT曲線を使用することとした。 

 

2.5  開発技術の対象 

 新設の道路トンネルの覆工コンクリートには，本線の

RCセグメントと，本線とランプ線の接続箇所である分合

流拡幅部の現場打ちコンクリートの2種類がある。また，

火害を受けた場合や経年劣化等により補修を行う場合，

広範囲の断面修復には吹付け工法，局所的な狭い範囲の

断面修復にはこて仕上げ工法の2種類が考えられる。さら

に，断面修復を行うためには，劣化部の除去工法が必要

となる。そこで，Table 1に示す5種類の技術について，

その性能を各種実験により確認した。次章以降に，その

技術の概要および実験結果について報告する。 

 

3. 耐火型高機能SFRCセグメント 

 

3.1  概要 

 筆者らは，これまでに剥落防止，鉄筋量低減，施工性

向上および製作コスト縮減など様々な利点から，鋼繊維

補強高流動コンクリートセグメント（以下，高機能SFRC 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

セグメントと呼称）を適用してきた6) 。この高機能SFRC

セグメントを耐火性が求められる都市部の道路トンネル

に適用するために，PP繊維を混入した耐火型高機能

SFRCセグメントを開発した4)。耐火性を確認するための

耐火実験および現場への適用に向けた製造実験を行った。 

 コンクリートは，粉体系の高流動コンクリートとし，

結合材として，普通ポルトランドセメントに，高炉スラ

グ微粉末を50%置換して用いた。鋼繊維の混入率は容積

比で0.6%とした。コンクリートの圧縮強度は，設計基準

強度48N/mm2のセグメントを対象に設定した。2章での知

見をもとに，PP繊維はPP①（繊維径0.02mm×長さ10mm）

とPP②（繊維径0.05mm×長さ20mm）の2種類とし，混入

率は容積比で0.2%とした。 

 

3.2  耐火性の検証 

 実際のセグメントを模擬した実物大の試験体を用いた

耐火実験により，爆裂抵抗性および遮熱性を確認した。

試験体の寸法は，Fig. 5に示すとおり，幅1700mm×長さ

1900mm×厚さ500mmとし，セグメントの設計で考慮す

る圧縮応力を想定して，PC鋼棒により14N/mm2の圧縮応

力を作用した状態で実験を行った4)。 

耐火実験の概要をFig. 6に示す。耐火実験には，壁用耐

火炉を使用し，側面に設置されているガスバーナーによ 
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Table 1 開発技術の種類および検討項目 

Kind of Technology Development and Study Contents 

技術の対象 技術の名称

本線
セグメント

耐火型高機能
SFRCセグメント

・

・

耐火実験による爆裂抵抗性および遮熱
性の確認
製造実験によるフレッシュコンクリー
トおよびセグメントの品質の確認

分合流
拡幅部

現場打ち
耐火コンクリート

・

・

耐火実験による爆裂抵抗性および遮熱
性の確認
施工実験による運搬に伴う品質の経時
変化および施工性の確認

ウォータージェットに
よる劣化部除去工法

・
施工実験による劣化部の除去性能の確
認

耐火型
吹付け工法

・

・

フレッシュモルタルの品質確認実験に
よるPP繊維の形状の選定

耐火実験による爆裂抵抗性および遮熱
性の確認

耐火型
こて仕上げ工法

・

・

施工実験によるフレッシュモルタルの
品質および施工性の確認
耐火実験による爆裂抵抗性および遮熱
性の確認

補修箇所

実験での検討項目

Fig. 5 試験体の概要 
Outline of Test Specimen 
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り加熱した。測定項目として，耐火実験時には，加熱面

から0，25，50，70，100，200，300および500mmの位置

に熱電対を設置し，コンクリート内部の温度履歴を測定

した。耐火実験後には，試験体を取り出し，表面を50mm

間隔に分割し，ノギスを用いて爆裂深さの測定を行った。 

爆裂深さの分布をFig. 7に示す。PP①の方が，PP②に

比べて，爆裂の程度が小さかった。爆裂深さの平均値は，

PP①で0.3mm，PP②で3.3mmであり，両者とも軽微な損

傷に抑えられた。加熱面からの深さと最高温度の関係を

Fig. 8に示す。両試験体とも同程度の分布であった。鉄筋

の芯かぶりを50mm～60mm確保することで，鉄筋の受熱

温度を許容温度以下に制御できることが分かった。 

セグメント自体に耐火性を付与する場合，セグメント

間の継手部の評価が重要となる3)。実際に現場への適用

に向けて，Fig. 9およびFig. 10に示すとおり，継手部を模

擬した耐火実験により，爆裂抵抗性や遮熱性を確認する

とともに，継手やシール材の受熱温度や過大な変形がな

いことなどについて，別途確認されている7)。 

 

3.3  製造方法の検証 

耐火実験の結果から，PP①を容積比で0.2%混入したコ

ンクリートについて，製造実験を実施した。耐火型高機

能SFRCセグメントでは， Photo 2に示すようなPP繊維の

自動計量器を設置し，正確に計量した。コンクリートの 

打込みに関しては，テーブルバイブレータを使用するこ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

となく，コンクリートを流し込むことにより製造が可能

であることを確認した。セグメントの製造状況をPhoto 2

に示す。また，セグメントの外観をPhoto 3に示す。 

Fig. 7 試験体の状況 
Situation of Test Specimen 
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Fig. 8 加熱面からの深さと最高温度の関係 
Maximum Temperature to Depth from Heated Surface
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Fig. 9 継手部を模擬した耐火実験の概要7) 
Outline of Fire Resistance Test Simulated Simulated Join

 

断熱材

炉壁

炉蓋

PC鋼棒シール材継手 試験体
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4. 現場打ち耐火コンクリート 

 

4.1  概要 

 道路トンネルにおいて，本線とランプ線が接続する箇

所においては，トンネルを構築後にセグメントを切り開

き，拡幅部（以下，分合流拡幅部）を掘削後，現場打ち

のコンクリートにより覆工を構築する方法が用いられる。

その場合，現場打ちのコンクリートにおいても，セグメ

ントと同様の耐火性が求められる。そこで，PP繊維の混

入により耐火性を付与した現場打ちの耐火コンクリート

を開発した8)。 

 覆工の上部は閉塞部の打込みとなるため，高流動コン

クリート（以下，高流動タイプと呼称）とし，側部はス

ランプ管理のコンクリート（以下，スランプタイプと呼

称）とした。セメントには，温度ひび割れ抑制の観点か

ら低発熱・低収縮型の高炉セメントB種を使用し，設計

基準強度40N/mm2のコンクリートを対象とした。PP繊維

の混入率は容積比で0.1%とし，PP①（繊維径0.02mm×

長さ10mm）とPP②（繊維径0.05mm×長さ20mm）の2種

類について耐火実験を行った。 

 

4.2  耐火性の検証 

 現場打ちの耐火コンクリートについても，耐火実験に

より，爆裂抵抗性および遮熱性を確認した。実験に用い

た試験体は，3章の試験体と同様に，Fig. 5およびFig. 6に

示すとおり，幅1700mm×長さ1900mm×厚さ500mmとし，

14N/mm2の圧縮応力を作用させながら耐火実験を実施し

た。 

 測定項目についてもセグメントと同様に，耐火実験時

にコンクリート内部の温度履歴を測定し，耐火実験後に

爆裂深さを測定した。熱電対の設置位置は，加熱面から0，

25，50，75，100，200，300および500 mmとした。 

 爆裂深さの分布をFig. 11に示す。爆裂深さは，PP②の

試験体で最大で3～4mmと軽微であった。PP①およびPP

②のPP繊維を容積比で0.1%混入することで爆裂を抑制

できることが確認できた。また，加熱面からの深さと最

高温度の関係をFig. 12に示す。セグメントと同様に，鉄

筋の芯かぶりを50mm～60mm確保することで，鉄筋の受

熱温度を許容温度以下に制御できた。 
 

4.3  施工性の検証 

 トンネルの地下に分合流拡幅部を構築する場合，コン

クリートの運搬に手間と時間を要する。プラントから現

場まで運搬し，地上部にて荷卸した後，地下へ運搬する

必要がある。また，立坑を通して打込み場所までトンネ

ル坑内を運搬した後，PP繊維を混入する必要がある。そ

のため，現場打ちの耐火コンクリートには，運搬に伴っ

て，ワーカビリティーの低下が懸念された。耐火コンク

リートの打込みまでの運搬の流れをFig. 13に示す。 

運搬に伴うワーカビリティーの経時変化を把握するた

めに，実際の施工を想定した施工実験を行った8)。施工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験の概要をFig. 14に示す。実験では，次頁a)～f)に示す

各施工段階を想定し，コンクリートの品質を確認した。

Fig. 14に示すトンネル坑内への圧送および打込み場所へ

の圧送における配管距離は，どちらも水平換算距離で

90mと想定し，同じ配管を使用した。トンネル坑内での

PP繊維を混入した時点で，高流動タイプの目標スランプ

フローは62.5cm（ランク2）とし，スランプタイプの目標 

爆裂深さ（mm） 6～4 4～2 2～0

PP①（繊維径0.02mm×長さ10mm）PP②（繊維径0.05mm×長さ20mm）

… … … … … … … …

Fig. 11 試験体の状況 
Situation of Test Specimen 
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温
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300℃に達する深さ

PP①配合種類 PP②

35.3mm

42.8mm

45.3mm

51.2mm

Fig. 12 加熱面からの深さと最高温度の関係 
Maximum Temperature to Depth from Heated Surface

 

現場まで
の運搬

PP繊維
の投入

トンネル坑内への圧送

トンネル坑内
での運搬

プラント 荷卸し場所（地上）

打込み場所

地上部

トンネル坑内

荷卸し
（地上）

現場内で
の運搬

打込み場所への圧送

荷卸し
（坑内）

荷卸し場所（坑内）

立坑

立坑

Fig. 13 コンクリートの運搬の流れ 
Flow of Concrete Transportation 
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スランプは15cmとした。PP繊維は，PP①よりワーカビリ

ティーに与える影響の小さいPP②を使用した。 

a) 現場までの運搬 

b) 荷卸し（地上） 

c) トンネル坑内への圧送 

d) トンネル坑内での運搬 

e) PP繊維の混入・荷卸し（坑内） 

f) 打込み場所への圧送 

 施工実験から得られたスランプフローの経時変化を

Fig. 15に，スランプの経時変化をFig. 16に示す。PP繊維

の混入により，スランプタイプはスランプが4.5 cm，高

流動タイプはスランプフローが14.5 cm低下したが，2 回

目の圧送後も目標とした流動性を十分確保できた。所要

のワーカビリティーを確保でき，配管の閉塞やPP繊維の

ファイバーボールも認められなかった。 

実際の現場での品質管理にあたっては，運搬に伴う流

動性の低下量を考慮して，プラントから出荷するベース

コンクリートの配合を検討する必要がある。そこで，地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上での荷卸し時とトンネル坑内でPP繊維を混入した後

の時点でコンクリートの品質の目標値を変えることとし

た。各施工段階における流動性の目標品質の概要を

Fig.17に示す。また，施工状況の例をPhoto 4に示す。 

 

5. 耐火型断面修復技術 

 

5.1  概要 

 トンネルの覆工が，火災により高温履歴を受けた場合，

表層部のコンクリートは強度が低下するため，劣化部を

除去し，断面修復を行う必要がある。耐火被覆を設置す

ることなく，トンネルの覆工のコンクリート自体に耐火

性を付与する場合には，次の火災に備えて，耐火性を有

する材料により断面修復を行う必要がある。また，火災

に限らず，経年劣化等により，剥離および剥落が生じた

場合にも，同様の断面修復が必要となる。そのため，劣

化部を除去する方法および耐火性を付与した断面修復技

術を確立する必要がある。 

Photo 4 施工の状況 
Situation of Construction 

 

PP繊維投入状況 坑内打込み場所状況

a）現場までの運搬

c） トンネル坑内への圧送

d） トンネル坑内での運搬 b） 荷卸し（地上）

プラント

ポンプ車
受入れ場所

圧送後の
コンクリート
受取り場所

コンクリート
廃棄・

洗浄場所

※緑字：現場で想定する各施工段階

※水平換算距離 90 m

トラックアジテータAの経路
トラックアジテータBの経路
トラックアジテータCの経路

e） PP繊維混入・荷卸し（坑内）

f） 打込み場所への圧送

Fig. 14 施工実験の概要 
Outline of Construction Test 
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Fig. 15 スランプフローの経時変化 
Temporal Change of Slump-Flow 
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Fig. 16 スランプの経時変化 
Temporal Change of Slump 

 

Fig. 17 各施工段階における目標品質の例 
Target Quality in Each Construction Step 

 

プラント出荷

地上での荷卸し時

坑内での荷卸し後

（出荷するベースのコンクリート）
・高流動タイプ：40-70-20BB
・スランプタイプ：40-21-20BB

（高流動タイプ）
・スランプフロー：70.0cm
・空気量：2.0%

（スランプタイプ）
・スランプ：21.0cm
・空気量：4.5%

（高流動タイプ）
・スランプフロー：62.5cm
・空気量：2.0%

（スランプタイプ）
・スランプ：15.0cm
・空気量：4.5%
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劣化部を除去する方法として，ウォータージェット（以

下，WJと呼称）による劣化部除去工法を検討した。この

方法によれば，健全部を傷めることなく，劣化部のみを

除去することが可能となる。 

一方で，構造体コンクリートの断面修復では，耐久性

や一体性を確保する目的で，一般にポリマーセメントモ

ルタル（以下，PCMと呼称）が用いられる。そこで，こ

のPCMにPP繊維を混入することで耐火性を付与した断

面修復技術を検討した。断面修復技術として，吹付け工

法とこて仕上げ工法の2種類について検討した。 

本章では，WJによる劣化部除去工法，耐火型吹付け工

法および耐火型こて仕上げ工法について，各種性能の確

認実験および耐火実験結果を報告する。 

 

5.2  WJによる劣化部除去工法 

WJによる斫り性能を確認するために，実際に耐火実験

によりRABT曲線による加熱履歴を与えた試験体を用い

て，劣化部の除去実験を行った。実験には，幅800mm×

厚さ500mm×長さ4700mmの試験体を使用し，加熱区間

は，試験体の中央部（長さ2400mmの範囲）とした。コ

ンクリートには，セグメントと同様に，設計基準強度

48N/mm2のコンクリートを使用した。WJによる除去には，

超高圧水発生装置，斫り装置，発電機，油圧ユニット，

水タンクおよびバキューム車を用いて行った。WJによる

斫り状況をPhoto 5に示す。 

耐火実験後の爆裂深さおよびWJによる斫り深さの測

定結果をFig. 18に示す。耐火実験後の爆裂深さの最大値

は31mm，平均値は4.2mmであり，WJにより劣化部を除

去した後の深さは，最大値が79mm，平均値が44.5mmで

あった。WJによる斫り作業で除去した深さは，平均で

40mm程度であった。耐火実験により爆裂した部分につ

いては，加熱による劣化の度合いが大きく，斫り深さも

増大した。耐火実験時に測定した温度履歴の測定により，

コンクリートの許容温度350℃に達する深さは，48.7mm

であり，劣化部を除去した深さと概ね一致した。実験の

結果，水圧を80N/mm2～100N/mm2程度に調節し，試験体

表面から斫り装置の先端までの離隔距離を100mm～

200mmとすることで，加熱により劣化した部分のみを除

去できることが確認できた。 

 

5.3  耐火型吹付け工法 

5.3.1  概要  これまでに，コンクリート構造物の断

面修復工法として，液体急結剤を使用したPCM系の吹付

け工法を開発している9)。この工法に使用するPCMにPP

繊維を混入することで耐火性を付与した吹付け工法（耐

火型吹付け工法）を開発した10)。 

PCMはプレミックス材料とし，ポリマーには酢酸ビニ

ル・アクリル等の共重合樹脂を主成分とした再乳化形粉

末樹脂を使用した。ポリマーの添加率は結合材に対して

5%とした。セグメントの補修や補強を想定して，設計基

準強度は48N/mm2とし，水結合材比は38%とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PP繊維を混入したPCMを練り混ぜた後，このモルタル 

と急結剤を専用のポンプにて圧送し，吹付けノズルの先

端にて混合した。コンプレッサーにより空気を送り，モ

ルタルを噴出させることにより吹付けを行った。吹付け

システムの概要をFig. 19に示す。また，吹付けの状況を

Photo 6に示す。 

5.3.2  フレッシュモルタルの品質の確認  4章でも

報告したとおり，PP繊維の混入により，ベースのモルタ

ルの流動性は大きく低下することが懸念される。吹付け

を行う際に，圧送時の閉塞を防止するには，これまでの

研究から，モルタルの15打の目標フロー値は，下限で

180mmを確保する必要があることが分かっている。そこ

で， PCMにPP繊維を混入したモルタルの流動性を確認

した。実験に用いるPP繊維は，2章の知見から，PP①（繊

維径0.05mm×長さ20mm）およびPP②（繊維径0.02mm× 

耐火実験後の爆裂深さの分布

ウォータージェットによる斫り深さの分布

爆裂深さおよび斫り深さ （mm）

0～1010～2020～3030～40

40～5050～6060～7070～80

Fig. 18 爆裂深さおよびウォータージェットによる
斫り深さの分布 

Distribution of Explosive Spalling and Removal Depth
by Water Jet 

Photo 5 WJによる斫り状況 
Situation of Removal by Water Jet 
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長さ10mm）をベースとし，流動性の低下が懸念された

ので，長さを半分にした繊維径0.05mm×長さ10mmおよ

び繊維径0.02mm×長さ3mmの繊維についても検討した。

PP繊維の混入率は，それぞれ容積比で0.2%，0.5%および

1.0%の3水準とした。PCMは，プレミックス材料に加水

後3分間練混ぜを行い，その後PP繊維を混入し，さらに1

分間練り混ぜて作製した。 

各配合について，JIS R 5201に準拠して，モルタルのフ

ロー値（15打）を測定した。PP繊維の混入率とフロー値

の関係をFig. 20に示す。繊維径0.05mm×長さ10mm のPP

繊維については0.5%以下，繊維径0.02mm×長さ3mmの

PP繊維については0.2%以下とすることで，目標とするフ

ロー値を確保できることが分かった。 

5.3.3  耐火性の検証  PP繊維を混入したPCMにつ

いて，耐火実験により爆裂抵抗性を確認した。PP繊維の

混入率の増加と圧送性を考慮して，PP繊維の混入による

フロー値の低下量が最も小さい繊維径0.05mm×長さ

10mmを使用することとした。PCMは普通のモルタルと

比べて爆裂しやすいとの報告があるため11)，PP繊維の混

入率を変えた4ケース（容積比で0，0.1，0.3および0.5%）

について実験を行った。試験体の概要図をFig. 21に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ベースコンクリートの寸法は，縦1200mm×横1200mm×厚

さ200mmとし，吹付け厚さは100mmとした。ケースごと

に4分割して吹き付けた。ベースコンクリートと吹付けモ

ルタルとの一体性を強化するために，吹付け前にベース

コンクリートの表面に吸水調整材を塗布し，剥落防止の

ためにステンレス製のアンカーおよびワイヤーを設置し

た。 

耐火実験は，試験体を耐火炉の上部に設置し，吹付け

面を加熱した。加熱条件は，これまでと同様にトンネル

火災を想定したRABT曲線を使用した。耐火実験後，耐

火炉から試験体を取り出し，爆裂深さを測定した。爆裂

深さは，50mm間隔ごとにノギスを用いて測定した。 

 爆裂深さの分布をFig. 22に示す。PP繊維を混入してい

ない試験体は，全体に激しい爆裂が生じ，断面修復部の

ほとんどが剥落した。PP繊維の混入率の増加に伴い，爆

裂深さは低下しており，PP繊維を容積比で0.5%混入する

ことで爆裂を防止することができた。 

 遮熱性については，これまでにベースコンクリートの

厚さを450mmとし，吹付け厚さを50mmとした試験体を

用いて確認した10)。加熱面からの深さと最高温度の関係

をFig. 23に示す。300℃に達する深さは45.4mmであり，  

Photo 6 吹付けの状況 
Situation of Spray Mortar 
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Fig. 21 試験体の概要 
Outline of Specimen 

 

Fig. 19 吹付けシステムの概要 
Outline of Spray System 
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吹付け厚さ50mmでベースコンクリートの温度を300℃

以下に抑制できる。 

 

5.4  耐火型こて仕上げ工法 

5.4.1  概要  比較的広範囲の断面修復を行う場合に

は，前節に示した吹付け工法が有効であるが，吹付け機

械設備に手間と費用を要するため，局所的な断面修復に

おいては，こて仕上げによる施工方法が望まれる。そこ

で，市販のこて仕上げ用のPCMにPP繊維を混入した耐火

型こて仕上げ工法を開発した12)。  

PCMはプレミックス材料とし，ポリマーにはアクリル

系粉末樹脂を主成分とした再乳化形粉末樹脂を使用した。

ポリマーの添加率は結合材に対して1.3%とした。設計基

準強度は，吹付け工法と同様に48N/mm2とし，水結合材

比は30%とした。PP繊維の種類は，PP①（繊維径0.02mm×

長さ10mm）とし，前節の結果から混入率は0.5%とした。 

5.4.2  施工性および耐火性の検証  吹付け工法では，

モルタルのフロー値は15打で180mmを目標としたが，こ

て仕上げでは，仕上げた後にダレや剥落が生じないよう

に，目標とする上限値を150mmとした。練混ぜは，パン

型ミキサを用いて行い，プレミックス材料と練混ぜ水を

混入して2分間練り混ぜた後にPP繊維を混入し，さらに  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1分練混ぜを行った。 

 モルタルのフロー値は，15打で132mmであった。少し

小さい値であったが，PP繊維を混入しても，こて仕上げ

に必要な流動性は確保できており，施工が可能であるこ

とを確認した。モルタルの打込み状況をPhoto 7に示す。 

 試験体の概要をFig. 24に示す。実際の断面修復を想定

して，窪みを設けた平板状の試験体をあらかじめ作製し，

その窪みに断面修復材を打ち込んだ。ベースコンクリー

トの寸法は，縦1700mm×横1700mm×厚さ400mmとした。

窪みの寸法は，幅550mm×長さ1200mmとし，深さは

30mmと200mmの2種類とした。加熱範囲は，補修を行っ

た範囲を含む1400mm ×1400mmの範囲とした。熱電対を

加熱面より0，30，60，100，200および400mmの位置に

設置し，試験体内部の温度履歴を測定した。窪みの部分

に断面修復材を打ち込み，金ごてを用いて仕上げた。ベ

ースコンクリートとモルタルとの一体性を強化するため

に，打継面には，あらかじめ吸水調整材を塗布した。窪

みの深さ30mmのケースについては，剥落防止のために，

ステンレス製のアンカーおよびメッシュ筋を設置した。 

 

Photo 7 モルタルの打込み状況 
Situation of Placing Mortar 

 

PP繊維無し PP繊維0.1%

爆裂深さ
（mm）

140～120 120～100 100～80140以上

60～40 40～20 20～080～60

PP繊維0.3% PP繊維0.5%

Fig. 22 試験体の状況 
Situation of Specimen 
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 耐火実験の結果，爆裂は認められなかった。実験後の

試験体の状況をPhoto 8に示す。繊維径0.02mm×長さ

10mmのPP繊維を容積比で0.5%混入することで，爆裂を

防止できることが分かった。また，加熱時に特に大きな

変形や剥離・剥落は認められなかった。加熱面からの深

さと最高温度の関係をFig. 25に示す。最高温度の分布は，

深さ30mmと200mmでほぼ一致しており，モルタルとコ

ンクリートで同等な分布であった。 

 

6. まとめ 

 

 都市部の道路トンネルで発生する車両火災に向けて，

トンネル覆工の新設から維持管理まで含めた総合的な耐

火工構築技術（①耐火型高機能SFRCセグメント，②場所

打ち耐火コンクリート，③耐火型断面修復技術）を開発

した。本稿では，これらの技術について，適切なPP繊維

の選定やかぶりの確保により爆裂抵抗性および遮熱性を

確保できること，セグメントの製造や現場での耐火コン

クリートの施工が可能であることなどを，各種実験によ

り確認した結果を報告した。これまでに，いくつかの現

場で実際に適用してきた。今後も，さらに需要が続くと

思われる都市部の道路トンネルにおいて，火災時に対す

る安全性の高い覆工コンクリートの構築に貢献したい。 
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